
 

平成 29年度 第 10 回 一般社団法人沖縄県作業療法士会理事会 議事録 

 

１．開催場所：沖縄県総合福祉センター(沖縄県那覇市首里石嶺町 4-373-1)  

２．開催日時：平成 30年 1 月 17日(火) 19 時 00分～21時 30分 

３．理事総数：１０名 

４．出席者 監事：宇田薫、大城由美子 

      代表理事：比嘉靖 

理事：三枝秀平、下里綱、山城峻、吉岡美和、安村勝也、村上典子、仲地宗幸 

欠席理事：田村浩介、中村千枝 

議長選任：定刻に至り、本日の第 10 回理事会は定数を満たし有効に設立した旨を告げ、議長の選

任を諮ったところ、満場一致をもって県立南部医療センター 比嘉靖氏を議長に任命した。続いて

審議事項に入った。議事の経過の要領及び議案別議決の結果。 

 

【審議事項】 

１）事務局                                     三枝理事 

平成 30 年度事業計画案 

※ 組織図案は別紙 

※ 理事改選に伴い定款の変更も検討（理事数、理事の任期） 

※ 総会の日程 →定款変更に関しては司法書士に確認し後期総会で定款変更も同総会で可能であれば１回開催。別途定

款変更総会が必要であれば開催する。（予定日 2 月 24 日     後期総会 3 月 17 日 or24 日） 

事務局 

1. 定期総会の開催（年 2回 前期総会：6月予定 後期総会：3月予定） 

2. 三役会議の開催（年 12回 各月開催予定） 

3. 定期理事会の開催（年 12 回 各月開催予定） 

4. 他団体との渉外 

  渉外活動 

１． 日本作業療法士協会 ４７委員会への参画（3回/年） 

２． 九州作業療法士会長会への参画（3回/年） 

３． 九州作業療法士会長会事務局長会議への参画（１回/年） 

４． なごみの会 

５． その他 

※４７委員会へのオブザーバー参加 

※九州士会長会主催リーダー研修会 

※認知症推進委員会オブザーバー参加 

総務部 

１． 派遣要請に対する人材バンク整備並びに派遣 

２． 会員の入退会等会員管理（県内会員動向の整理・確認） 

３． 公文書の発行 

財務部 

１．平成 30 年度予算に基づく収支管理 

２．平成 31 年度収支予算編成 

３．県士会費の徴収、管理 

４．県士会費未納者に対する納入促進 

５．会計事務所との打ち合わせ業務 

６．源泉徴収納税 

７．支払調書発送 

８．公益目的支出計画実施報告書の作成 

９．その他 

※会員証シールの発送は平成 29年度より事務員により行っている。 

会費納入率の促進 平成 29 年度より行っている、「基本は口座振替、未納分はコンビニ払込」は奏功しているため継続す

る。 

広報事業部 

１． （一社）沖縄県作業療法士会ホームページの管理・運営（リニューアル） 

２． SNS による会員への情報発信 

３． 作業療法フェアの開催（支部との連携により複数支部での開催計画） 

４． 県民健康フェア 

 

 



社会福祉局 

 

介護保険対策部 

事業目的：  

1. 県・市町村との連携 

2. 介護保険領域における会員の資質向上・人材育成 

【事業概要】 

1. 沖縄県、市町村との連携、情報収集 

2. 介護保険領域における研修開催、人材育成 

3. RUN 伴 2018 沖縄の企画運営 

【事業内容】 

1.について 

・県内市町村の地域ケア会議、総合事業等の展開状況に関する情報収集と広報 

2.について 

・介護保険領域における重点項目に合わせた班の再編成、メンバーのリクルート 

・1.に関して、介護予防、認知症関連等の事業に参画できる会員の養成およびスキルアップ研修の開催 

3.について 

・RUN 伴 2018沖縄の実行委員会として、参加市町村・関連他団体と連携しての企画・運営 

【備考および検討事項】 

・予算については、研修の数により検討したい 

障がい福祉対策部 

① 児童発達領域に従事するＯＴのネットワーク化 

学童保育連携の事業を通し、南風原町、県教育庁、産学官コンソーシアムチームとの連携が急激なスピードで進んで

います。ＯＴを求める声に対して対応できる人材の育成が急となっていますが、その第一段階としてネットワーク化

が必要であると考えております。 

講演会 1回 

ミーティング2回 

予算：県外講師 1人招聘した講演会を開催したいので 8万～10万。 

② 総合支援法報酬改定情報共有 

30 年度改定では就労移行支援事業においてＯＴが専門職加算に入る見込みです。就労、児童、相談、生活の分野でど

のように報酬改定が行われたかについて情報交換会を行う必要性を感じております。 

ＯＴ協会 事務局 遠藤ＯＴＲが制度対策付の事務局員で相談支援専門員なので障害福祉全般に関して話せると思い

ます。 

情報共有勉強会：4月 or5 月 

予算：協会事務局員 1人招聘しての勉強会開催。渡航費、宿泊費のみでＯＫなら 5万程度か。 

③ グループホーム協会との連携？ 意見交換会の実施？ 

詳細未定 

医療保健対策部 

 診療報酬改訂→医療制度や加算のあり方など広く会員へ情報提供を行う。 

支部運営部 

 情報の共有化 

 横の繋がりを強化し、作業療法士フェアや交流会を描く支部にて開催を検討する。 

  支部長会議 ２回/年  支部会議 ３回/年  会長・事務局長も参加を検討。 

 

 

教育学術局 

 

教育部 

2018 年度教育部生涯教育班 活動計画 

 

１．現職者共通研修（第 1回）の企画・運営 

２．現職者共通研修（第２回）の企画・運営 

３．事例検討・報告会（第 1回）の企画・運営 

４．事例検討・報告会（第 2回）の企画・運営 

５．現職者選択研修の企画・運営＜老年期障害＞ 

６．現職者選択研修の企画・運営＜発達障害＞ 

７．協会ポイントシールの管理 協会への申請、会員への配布 

８．生涯教育制度についての相談対応、手帳捺印対応 

９．生涯教育制度の周知 

１０．認定作業療法士取得研修 平成 29 年度以降招致活動 



１１．上記運営のための定期会議 

※地域包括ケアシステム構築の為の人材育成導入研修 →特設委員会の設置を検討 

 

2018 年度教育部 MTDLP推進班 活動計画 

１．MTDLP 基礎研修会（第１回）の企画・運営 

２．MTDLP 基礎研修会（第２回）の企画・運営 

３．MTDLP 事例検討会（第１回）の企画・運営 

４．MTDLP 事例検討会（第２回）の企画・運営 

５．MTDLP 事例検討会（第３回）の企画・運営 

６．MTDLP スキルアップ研修会の企画・運営 

７．MTDLP 研修制度の周知及び会員相談対応 

８．研修会修了者会員名簿作成及び協会への手続き事務 

９．上記、運営のための定期会議 

 

学術部 

【事業概要】 

1．研修会の開催 

2．研究会の活動支援 

3．平成 31 年度沖縄県作業療法学会の準備（前期総会と同日程） 

（4．機関誌の発行） 

  

【事業内容】 

1．分野別にテーマを分けた研修会を開催する（参加は分野を問わずフリー） 

2．代表者ミーティングの実施 

  コラボ企画の推進 

3．5 月に学会長募集 6月に学会長選出と実行委員会の立ち上げ 

 

【備考および検討事項】 

・分野別研修会またはブロック別研修会のどちらが良いのか、検討をお願いしたい。 

・テーマについては、各分野から委員を選出し、研修会テーマを複数挙げてもらい、全体の流れを見て 

理事会で決定。 

・県士会として開催すべき研修内容をどのように決定するか？ 

 

特設委員会（案）※次年度に向け詳細を検討していく。 

 

沖縄県民の移動を考える委員会 

１．委員会名 

沖縄県民の移動を考える会（仮） 

２．委員長 

 平山陽介（所属：沖縄リハビリテーションセンター病院） 

３．要員  

福地弘文（所属：ちゅうざん病院） 

各地区（北部・中部・南部）から支部長を選出。各地区 3～4名の委員を配置。 

４．来年度の計画案 

 4 月 ：委員会発足 

 6 月 ：沖縄作業療法県士会員対象の課題抽出アンケート実施 

 8 月 ：運転支援についての勉強会(概要・法律・評価方法・実車評価について) 

 11 月 ：外部講師を招いて研修会 

     講師案）藤田桂男 運転と作業療法研究会委員長（千葉県立保健医療大学） 

  酒井英顕 運転と作業療法研究会委員 （岡山ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院） 

  加藤貴志 運転と作業療法研究会委員 （井野辺病院） 

いずれか一名（予算に応じて）。 

平成 31 年 

 2 月 ：運転支援についての勉強会（連携の実際、連携シート周知と活用方法） 

                  （認知症・軽度認知障害者への評価・支援方法） 

 

認知症推進委員会 

※ 部局の中で設置を検討 

子ども応援専門士洲真委員会 

※担当理事運営位スタッフの配置を検討 



 

障害者スポーツ推進委員会（ドリームバスケット） 

※今年度の試験的に進めて行く。将来的には生涯スポーツ支援や様々な種目に関する支援も検討する。 

 

ピアサポーター養成・派遣委員会 

※部局の中で設置を検討 

 

 

その他 

・地域包括ケアシステム構築の為の人材育成導入研修 

 ※研修会の担当部局は継続して審議して行く。 

 

 

以上をもって本(拡大)理事会の報告事項・審議議案全部の審議を終了したので、議長は閉会の挨拶を述べ、 

21 時 30 分に散会した。 

上記の決議を明確にするため、議長及び議事録署名人において次に記名押印する。 

 

平成 29 年 12月 19 日 

 

一般社団法人 沖縄県作業療法士会理事会において 

  

議    長                 印 

 

監    事                 印 


